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合計出生率の長期時系列
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合計出生率の長期時系列：典拠

日本 厚生労働省『人口動態統計』

韓国：1950～1969年 United Nations Population Division,
World Population Prospects, 2019 Revision.

韓国：1970～2019年 韓国統計庁ポータルサイト (http://kostat.go.kr)

台湾：1947～2018年 内政部『人口政策資料彙集』2009.

台湾：2009～2019年 行政院主計總處ポータルサイト
(https://www.dgbas.gov.tw)

中国：1949～1989年 若林敬子『中国の人口問題』1989.

中国：2000,2003～13年 田雪原『21世纪中国人口发展战略研究』2007.

中国：2015年 Guo, Zhigang, Stuart Gietel-Basten and Baochang Gu 
“The lowest fertility rates in the world? Evidence from the 
2015 Chinese 1% sample census,” China Population and 
Development Studies 2(3):245-258, 2018.
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出生力転換と政策転換

日本 韓国 台湾 中国

年次 TFR 年次 TFR 年次 TFR 年次 TFR

TFR<2.1 (Replacement Level) 1974 2.05 1983 2.06 1984 2.055 1992 1.972

出生抑制策の放棄（前年のTFR） 1996 1.63 1992 1.720

TFR<1.5 (Very Low Fertility) 1993 1.46 1998 1.45 2001 1.400

TFR<1.3 (Lowest Low Fertility) 2003 1.29 2001 1.30 2003 1.235 2000 1.22

出生促進策の採用（前年のTFR） 1990 1.57 2006 1.08 2008 1.100
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出生数の将来推計：日本
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United Nations Population Division, World Population Prospects, 2019 Revision,
国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口：平成29年推計』
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出生数の将来推計：韓国
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United Nations Population Division, World Population Prospects, 2019 Revision,
통계청(2019)『장래인구특별추계:2017～2067년』2019.3.
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出生数の将来推計：台湾
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United Nations Population Division, World Population Prospects, 2019 Revision,
國家發展委員會（2018）『中華民國人口推估（2018至2065年）』2018.8.
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65歳以上人口割合：国連推計
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United Nations Population Division, World Population Prospects, 2019 Revision.
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65歳以上人口割合：各国公式推計
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国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成29年推計）』
통계청(2019)『장래인구특별추계:2017～2067년』2019.3,
國家發展委員會（2018）『中華民國人口推估（2018至2065年）』2018.8.
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合計出生率の最低値

OECD Family Database, Eurostat, Guo, et al. (2018),
UNDP, World Population Prospects 2017, 行政院主計總處

□北西欧、英語圏
■独語圏
■南欧
■東欧、旧ソ連圏
■東アジア
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社会経済的変動

北西欧・英語圏 独語圏 日本
韓国・台湾

Reher, David Sven (1998) "Family ties in Western Europe: Persistent contrasts," 
Population and Development Review 24(2).

東欧・旧ソ連圏

市場経済への移行

南欧

強い家族紐帯弱い親子紐帯

出生力の文化デバイド１
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出生力の文化デバイド１

南東欧 北西欧

離家 結婚前離家は稀で、離家年
齢は高い

結婚前離家が多く、離家年齢
は低い

弱者への保護 家族 公共（ex.英国の救貧法）

老親扶養 家族規範 親子間契約

結婚の意義 宗教的秘蹟 法的契約

ジェンダー関係 家父長的 比較的平等

親子関係 家父長的 比較的平等

育児 母親が専担 乳母、ベビーシッター、家庭
教師等と分担

Reher, David Sven (1998) "Family ties in Western Europe: Persistent contrasts," 
Population and Development Review 24(2).
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社会経済的変動

北西欧・英語圏 独語圏
日本

韓国・台湾

Suzuki, Toru (2013) Low Fertility and Population Aging in Japan and Eastern Asia, Springer.
Suzuki, Toru (2019) Eastern Asian Population History and Contemporary Population Issues, Springer.

東欧・旧ソ連圏

市場経済への移行

南欧

出生力の文化デバイド２
儒教家族の子孫封建家族の子孫
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出生力の文化デバイド２

日本 朝鮮 中国

イデオロギー 忠重視 孝重視 孝重視

家族以外への信頼 高 低 低

女性の地位 比較的平等 厳格な隔離 厳格な隔離

結婚 内婚 同姓不婚 同姓不婚

養子縁組 非血縁可、
世代無視

異姓不養、
世代重視

異姓不養、
世代重視

集団の原理 場 資格 資格

相続 単独相続 長男優待相続 男子均分相続

世帯構造 直系家族 直系家族 合同家族または
親の輪住

移動性向 低 高 高

Suzuki, Toru (2013) Low Fertility and Population Aging in Japan and Eastern Asia, Springer.
Suzuki, Toru (2019) Eastern Asian Population History and Contemporary Population Issues, Springer.
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出生力の文化デバイド２

日本 韓国・台湾（・中国？）

双系的親族システム 父系的親族システム、強い男児選好

→ 家族内ジェンダー関係の緩慢な改
善（家父長制の残滓）

→ 日本よりさらに緩慢な改善（強力な
父系的家父長制の残滓）

孝より忠を優先 忠より孝を優先

→ 比較的強い親子紐帯、遅い独立 → さらに強い親子紐帯、遅い独立

職人気質の尊重 科挙の伝統、強いホワイトカラー志向

→ 比較的熾烈な入試競争 → さらに熾烈な入試競争
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社会経済システムと家族システムの相克
사회경제시스템과 가족시스템의 상극

変化の方向：
経済発展、脱工業化、グローバル化、雇用不安定、高学歴化、ジェン
ダー平等、結婚不安定、核家族化、個人主義化、独居増加…
변화의 방향:
경제발전, 탈공업화, 세계화, 고용불안정, 고학력화, 량성평등, 
결혼불안정, 핵가족화, 개인주의화, 독거증가...

相克
国

社会経済システム

家族システム
日本

相克
国

社会経済システム

家族システム
儒教圏
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東アジアのジェンダー平等度：2014年

Gender Inequality Index Global Gender Gap
日本 0.133 0.670
韓国 0.125 0.651
台湾 0.052 0.724
中国 0.191 0.682

行政院主計總處「國情統計通報第009號」2016‐01‐14.
行政院主計總處「國情統計通報第57號」2016‐03‐29.



ＥＡＳＳ２００６（「強く賛成」の％）

台湾 韓国 日本 中国

自分の幸福よりも、家族の幸福や利益を優
先すべきだ

28.5 21.5 4.4 9.3

親の誇りとなるように、子どもは努力すべ
きだ

34.2 18.3 2.7 19.5

夫と妻の両方の親族が、妻の助けを必要と
しているときには、妻は夫の親族を優先し
て助けるべきだ

8.2 7.8 1.5 3.2

長男が、多くの財産を相続すべきだ 3.0 6.1 1.5 2.8
どのような状況においても、父親の権威は
尊重されるべきだ

25.9 31.1 3.9 17.6

妻にとっては、自分自身の仕事よりも夫の
仕事の手助けをする方が大切である

12.8 12.8 1.8 5.1

夫は外で働き、妻は家庭を守るべきだ 15.4 9.7 2.2 5.6
景気がわるいときには、男性よりも女性を
先に解雇してよい

2.0 1.8 1.0 1.5

岩井紀子・保田時男編『データで見る東アジアの家族観』2009.
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韓国と台湾の合計出生率：2000～19年
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近年の韓国の状況

朴槿恵政権（２０１３年２月～２０１７年３月）下での若年層の経済状況の悪化

就職難、ワーキングプア、階層固定、格差拡大への怨嗟

「ヘル朝鮮」「Ｎ抛世代」が流行語

李明博・朴槿恵政権の新自由主義的な財閥偏重政策の結果？

文在寅政権（２０１７年５月～）下での変化

反企業・反市場的改革（最低賃金引き上げ、非正規職の正規化、週５２時
間労働制、法人税引き上げ…）

企業活動停滞、経済成長率鈍化

若年失業率上昇、低所得層の収入減少、格差拡大

鈴木透「東アジア：出生力の文化決定論」『統計』2020年10月号．
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先進国と東アジアの合計出生率：2018年

OECD Family Database, Eurostat, 行政院主計總處

□北西欧、英語圏
■独語圏
■南欧
■東欧、旧ソ連圏
■東アジア
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近代化に伴う自然増加率の変化：国内比較
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先進国 途上国
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先進国＝蟻地獄

近代化に伴う自然増加率の変化：国際比較
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日韓台の主な出生促進策
出産一時金

日本 42万円

韓国 地方自治体による給付のみ

台湾 国民年金生育給付18,282元（約6.7万円）

児童手当

日本 3歳未満月1.5万円／月、3歳～小学生1～1.5万円／月、中学生1万／月

韓国 6歳まで10万ウォン(約9200円)／月、所得制限なし

台湾 国からは低所得家庭のみ、地方自治体によっては児童手当あり

出産休暇

日本 14週（98日）、賃金が支払われない場合標準報酬日額の2/3を健康保険から支給

韓国 90日、有給

台湾 8週（56日）、有給

育児休業

日本 1歳の誕生日まで（1年延長可）、賃金の50～67%支給

韓国 子ども一人につき１年間、満8歳まで分割使用可能、賃金の50～80%支給

台湾 2年間、最初の6ヶ月のみ賃金の60%支給
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日韓台の主な外国人労働者政策
技能実習制度

日本 最長5年間、転職の自由なし

韓国 2006年に廃止

台湾 ―

非専門外国人雇用許可制度

日本 在留資格に「特定技能」を追加（2018年改正入管法）

韓国 2004年導入、ＭＯＵ締結16か国（タイ、フィリピン、スリランカ、ベトナム、インドネシア、
モンゴル、パキスタン、ウズベキスタン、カンボジア、中国、バングラデシュ、ネパール、
ミャンマー、カザフスタン、東チモール、ラオス）から政府機関を通じて登用し非専門就
業(Ｅ―９)ビザで就労、最長5年間、3回まで転職可

台湾 1992年導入、4か国（インドネシア、フィリピン、タイ、ベトナム）から「外籍労工」ビザで就
労、最長12年間

民族主義

日本 在留資格に日系人「定住者」を追加（1990年改正入管法）、就労可

韓国 朝鮮族は、訪問就労ビザ(Ｈ―２)で就労可、民間仲介業者が介在

台湾 中国は「外籍労工」制度の対象に含まれず


